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資本・業務提携契約の締結、第三者割当による新株式発行及び 

主要株主の異動に関するお知らせ 

 

当社は、平成 27 年２月 18 日開催の取締役会において、カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社

（大阪府大阪市、代表取締役社長：増田宗昭、以下、「ＣＣＣ」）及びＣＣＣモバイル株式会社（東京都渋

谷区、代表取締役社長：服部義一、以下、「ＣＣＣモバイル」）との間で、資本・業務提携（以下、「本資本・

業務提携」）を行うことを決議し、同日付で本資本・業務提携契約を締結するとともに、ＣＣＣ及びＣＣＣ

モバイルに対する第三者割当による新株式発行（以下、「本第三者割当」）を行うことを決議いたしました

ので、下記のとおりお知らせいたします。 

なお、本第三者割当により、当社の主要株主の異動が見込まれますので、併せてお知らせいたします。 

 

記 

 

Ⅰ．資本・業務提携の概要 

資本・業務提携の目的及び理由 

 当社グループは、平成 28 年４月期を最終事業年度とする中期経営計画「SiLK VISION 2016」（以下、

「SV2016」）におきまして、３つの成長（革命）領域「モバイル革命」、「生活革命」、「生産革命」を

テーマとして設定し、事業展開を推進しており、中でも「モバイル革命」におきましては、B2B 及び B2C

両領域で事業を展開し、B2B では MVNE（Mobile Virtual Network Enabler：仮想移動体通信サービス提

供者、以下、「MVNE」)として、また B2C では MVNO（Mobile Virtual Network Operator：仮想移動体通

信サービス事業者、以下、「MVNO」)としてサービスを提供しております。その結果、B2B では、平成 25

年７月に提供を開始した MVNO 事業者支援サービス「YourNet MVNO Pack」の拡販が大きく進展したこと

でMVNEとしての基盤を確立いたしました。また、B2Cにおいても、平成25年に企画から生産・流通・販

売まで垂直統合型モデルで展開する freebit mobile ブランドで事業（以下、「本事業」）に参入し、3 年

間で市場の 1％となる 100 万ユーザーの獲得を目標に事業を行ってまいりました。独自技術と特許を強

みとした極めてシンプルなサービスの開発と、旗艦店「ATELIER」をはじめ移動式店舗モジュール「STAND」、

オンライン、業界初の TV ショッピング、そしてビジネスパートナーの法人様向けの「パートナープログ

ラム」等さまざまな形態で販売網を拡大し、目標達成に向けて邁進してまいりました。これまでの販売

実績から、販売店舗数の 300 店舗への拡大と、販売や企画力のさらなる強化により目標達成がよりその



 
 

 
 
 
 
 

実現性と確実性を増すと確信し、昨年 11 月にそれらを補う第 6 の販売方法となる freebit mobile フラ

ンチャイズプログラムを発表し、シナジーが期待できるフランチャイズ提携先を幅広く検討してまいり

ました。  

一方、本資本・業務提携先の一社であるＣＣＣは、1,400 を超える店舗、オンラインサービス、カ

ードサービス、One to One サービスなど、生活のあらゆるフェイズを通じ、新しい「ライフスタイルの

提案」をしつづけることで「ヒトと世の中をより楽しく幸せにする環境＝カルチュア・インフラ」を創

造する企画会社です。T ポイントを中心としたデータベース・マーケティング事業や店舗や CD/DVD ソフ

ト販売・レンタルサービスを提供する TSUTAYA の店舗やオンラインサービスなど数々の事業を通じてお

客様にライフスタイルを提案する企画会社の新たな取り組みとして、平成 26 年 12 月にモバイル事業へ

の参入を発表いたしました。また、もう一社の本資本・業務提携先であるＣＣＣモバイルは、ＣＣＣグ

ループが創業以来掲げてきた「ライフスタイル提案の場」を、スマートフォンなどのデジタルデバイス

を通じて実現することを目的として設立されたモバイル事業専業の新会社で、ＣＣＣグループの誇るエ

ンタテインメント・コンテンツや Tポイント、ネットとリアルによる複合的なライフスタイルを提案す

るT-SITEなど、ＣＣＣグループが展開するカルチュア・インフラを活用したオリジナル・スマートフォ

ンの企画・販売に注力しております。 

今回の本資本・業務提携は、当社グループとＣＣＣグループにより、当社グループが有するB2B領域に

おけるMVNEとしてのインフラ基盤やコアとなる技術開発力及びB2C領域における垂直統合型モデルのモバ

イルサービス「freebit mobile」の事業ノウハウと、ＣＣＣグループが有するTSUTAYA、エンタテインメ

ント・コンテンツ、T ポイント、T-SITEなどのカルチュア・インフラとの融合によるシナジー創出によ

り、モバイル領域において今後100万人のエンドユーザー獲得を目指す上での企画・営業面の強化が期待

できるとともに、MVNE事業でのさらなる事業拡大が期待され、MVNO市場の覇者となるポジション確立を

目指した中長期的な発展と成長につながるものとの判断に至ったことによるものです。 

 当社グループでは、以前より、急激なユーザー増加を見据えたネットワーク回線の増強や端末調達を検

討しておりましたが、ＣＣＣグループとの協業により、ユーザー増加規模が更に大きく伸長することを視

野に入れることが必要となりました。本資本・業務提携により、遍く拡大する事業規模に合わせたインフ

ラ投資を行うとともに、ＣＣＣグループの会員基盤を活かしたユーザー獲得を促進してまいります。 

 

１. 資本提携の内容 

 当社は、上記「１．資本・業務提携の目的及び理由」に記載のとおり、当社グループの中期経営

計画のテーマである「モバイル革命」、「生活革命」、「生産革命」領域における事業拡大を推進

しており、モバイル事業におけるＣＣＣ及びＣＣＣモバイルとの資本・業務提携による協業体制を

強化することが中長期的な事業の発展・成長につながるものと考え、両社を割当先とする第三者割

当増資を実施することといたしました。詳細につきましては後記「Ⅱ．第三者割当による新株式発

行について」をご参照ください。 

 

２. 業務提携の内容 

平成 27 年１月 27 日発表のとおり、当社の連結子会社である株式会社ドリーム・トレイン・イン

ターネット（以下、「DTI」）は、本事業を、平成 27 年３月１日付で、DTI が平成 27 年１月 16 日に

設立した後に当社が直接子会社化した「フリービットモバイル株式会社」（以下、「フリービットモ



 
 

 
 
 
 
 

バイル」）に、平成 27 年３月１日付で会社分割により承継させ、本事業を分社化する予定でありま

す。（なお、当社は、DTI の保有していたフリービットモバイルの全株式を平成 27 年２月１日付で譲

り受けており、フリービットモバイルは、同日付で、当社の完全子会社となっております） 

 また、フリービットモバイルは、本日公表の「当社子会社における会社分割及び承継子会社の第

三者割当増資に伴う子会社の異動と商号変更に関するお知らせ」に記載のとおり、ＣＣＣを引受け

先とする第三者割当増資を実施することとなり、フリービットモバイルは、当社（所有割合 49％）

及びＣＣＣ（所有割合 51％）の合弁会社として、当該事業のノウハウを活用した新たなモバイル事

業を展開し、以下の業務を実施いたします。 

① モバイルサービスの企画 

② 契約者（ユーザー）のマネジメント 

③ ＦＣ（フランチャイズ）システムの改善・管理 

④ 直営店舗／オンラインショップの運営管理 

⑤ マーケティング活動 

⑥ モバイルマーケットの開発・運用・管理 

なお、当社は、MVNE 事業者として、回線ネットワークやクラウドをはじめとしたインフラとハー

ドウェアイネーブラーとして調達した端末等を、フリービットモバイルに提供してまいります。 

 

３. 本資本・業務提携の相手先の概要 

ＣＣＣ及びＣＣＣモバイルの概要は、後記「Ⅱ．第三者割当による新株式発行 について、６．割当

予定先の選定理由等 （１）、（２）割当予定先の概要」をご参照ください。 

 

４. 日程 

 

５. その他 

 以上の他、当社とＣＣＣ及びＣＣＣモバイルは、以下の事項について合意しております。 

① ＣＣＣ及びＣＣＣモバイルは、当社の経営の独立性及び自立性を最大限尊重すること。ま

た、ＣＣＣ及びＣＣＣモバイルは、当社が引き続き東京証券取引所における株式の上場を

維持する意向を有していることを認識しており、当社の当該上場維持に関する方針を尊重

するとともに、当社の株式の上場維持を妨げることとなる行為を行わないこと。 

② ＣＣＣ及びＣＣＣモバイルは、当社の事前の書面による承諾なく、自己又は第三者に議決

権行使を代理させることを勧誘しないこと。 

 

６. 今後の見通し 

後記「Ⅱ 第三者割当による新株式の発行について、８．今後の見通し」をご参照ください。 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 平成 27 年２月 18 日 

（２） 
資本・業務提携に関する

契 約 締 結 日
平成 27 年２月 18 日 

（３） 本第三者割当払込期日 平成 27 年３月 12 日（予定） 



 
 

 
 
 
 
 

 

Ⅱ．第三者割当による新株式の発行について 

１. 募集の概要 

 

２. 募集の目的及び理由 

上記「Ⅰ. 業務・資本提携の概要」をご参照ください。 

 

３. 調達する資金の額、使途及び支出予定時期 

（１）調達する資金の額 

（１） 払 込 金 額 の 総 額 2,937,000,000 円

（２） 発行諸費用の概算額 26,000,000 円

（３） 差 引 手 取 概 算 額 2,911,000,000 円

注）発行諸費用の概算額に含まれる主なものは、弁護士費用、アドバイザリー費用及び登 

録免許税等です。消費税等は含まれておりません。 

 

 

 

 

（１） 払 込 期 日 平成 27 年３日 12 日 

（２） 発 行 新 株 式 数 当社普通株式 3,000,000 株（議決権数 3,000 個） 

（３） 発 行 価 額 １株について 979 円 

（４） 調 達 資 金 の 額 2,937,000,000 円 

（５） 
募集又は割当方法 

（ 割 当予定 先 ） 

第三者割当の方法により、割当先に対して以下の株式数を割り当て

ます。 

ＣＣＣ        2,500,000 株（議決権数 2,500 個） 

ＣＣＣモバイル     500,000 株（議決権数 500 個） 

（６） そ の 他 

上記各項については、金融商品取引法による有価証券届出書の効力

発生及び本日公表のフリービットモバイルの第三者割当増資の実行

（本日公表の「当社子会社における事業譲渡及び承継子会社の第三

者割当増資に伴う子会社の異動と商号変更に関するお知らせ」参照）

を条件としております。 

また、本第三者割当の実施については、当社と割当予定先の間で
締結された株式引受契約における以下の実行条件が充足されること
が前提となります。 

当社及び割当予定先であるＣＣＣならびに、ＣＣＣを引受先とす
る第三者割当増資により当社とＣＣＣの合弁会社となるフリービッ
トモバイルは、２月 18 日付で協業に関する基本合意書を締結して
おります。払込期日までに本基本合意書の趣旨に従う合弁契約が締
結され、かつ、本合弁契約において定められたフリービットモバイ
ルの株式発行が、本合弁契約の規定どおりに実行され、本合弁契約
が存続していることが前提となります。 



 
 

 
 
 
 
 

（２）調達する資金の具体的な使途 

 具体的な使途 金 額 支出予定時期 

① 
事業投資会社「フリービットインベストメ

ント株式会社」の設立資金及び運転資金 

設立資金 600 百万円 平成 27 年３月 

運転資金 400 百万円 平成 27 年４月～平成 30 年４月 

② MVNE 事業の拡大にともなう投資 

回線ネットワーク増強  

のためのシステム構築  

711 百万円 

平成 27 年５月～平成 31 年４月 

端末調達資金   

 1,200 百万円 
平成 27 年５月～平成 30 年４月 

 

４. 資金使途の合理性に関する考え方 

 当社グループは、平成 28 年４月期を最終事業年度とする中期経営計画「SV2016」におきまして、

３つの成長（革命）領域「モバイル革命」、「生活革命」、「生産革命」をテーマとして設定し、

事業展開を推進しております。上記「３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期、（２）調達

する資金の具体的な使途」記載の資金使途について、以下の合理性があるものと考えております。 

 

① 事業投資会社「フリービットインベストメント株式会社」の設立資金及び運転資金 

平成 28 年４月期を最終事業年度とする中期経営計画「SV 2016」の目標達成に向け、その重

要テーマである「生活革命」と「生産革命」の領域における新規事業の企画及び投資を専業と

する新会社「フリービットインベストメント株式会社」を平成 27 年４月１日（予定）に設立

いたします。同社にて、当社グループが有する技術の目利き力や事業再生のノウハウと資産、

ビジネスに必要なクラウドを始めとするインフラ環境の提供などのリソースを最大限に活用

し、国内外の有望なベンチャー企業のスタートアップへの投資及び M＆A を積極的に行ってま

いります。その設立資金として 600 百万円、同社における事業開発及び投資のための運転資金

として 400 百万円を予定しており、「生活革命」と「生産革命」の両領域におけるサービスの

開発と事業化の加速につながるものと考えます。 

 

② MVNE 事業の拡大にともなう投資 

回線ネットワーク増強のためのシステム構築  

当社グループ中期経営計画「SV2016」における「モバイル革命」領域において、「MVNE」（Mobile 

Virtual Network Enabler：MVNO（Mobile Virtual Network Operator：仮想移動体通信事業者）

支援事業者）として、モバイルネットワーク提供及びスマートフォンハードウェア関連のサー

ビスを提供しておりますが、昨今のモバイル市場の成長に伴いエンドユーザー数が増加し、

またユーザー一人あたりのトラフィックも増加傾向にあることから、総帯域量も昨年に比べ

３倍以上に増加しております。 

当社グループは、この状況を踏まえ、モバイルネットワーク提供事業者、スマートフォン



 
 

 
 
 
 
 

ハードウェアイネイブラーとしてのポジションを強化するため、予ねてより通信機器及び制

御・管理機器への設備購入資金、周辺システムの構築にかかわる構築及び開発費への投資行

ってまいりましたが、事業計画に則ったさらなるネットワーク増強のための投資として、平

成 27 年５月～平成 31 年４月までの間に 711 百万円の投資を見込んでおります。 

端末調達資金 

当社は、MVNE 事業の拡大に伴い、スマートフォンハードウェアイネイブラーとして端末機

器の調達に係る費用として、平成27年５月～平成30年４月までの間に総額1,200百万円を見

込んでおります。 

これらの投資は、当事業のさらなる発展と市場シェアの拡大に寄与すると考えます。 

 

なお、支出期間については、それぞれ上記の期間を見込んでおりますが、事業進捗などに

より実施時期を変更する場合があるため、想定可能な範囲で最長期間を見込んでいます。 

 

５．発行条件等の合理性 

（１）払込金額の算定根拠及びその具体的内容 

払込金額につきましては、本第三者割当増資に係る取締役会決議日（以下、「本取締役会決議日」）

である平成 27 年２月 18 日の直前１ヶ月間（平成 27 年１月 18 日から平成 27 年２月 17 日まで）の

株式会社東京証券取引所（以下、「東京証券取引所」）における当社普通株式の終値の単純平均値

979 円（円単位未満 を切り捨て。以下終値の平均値の記載について同じとします。）と致しました。 

当該払込金額は、本取締役会決議日の直前営業日（平成 27 年２月 17 日）の当社普通株式の終値

である 999 円に対しては 2.0％のディスカウント、同直３ヶ月間（平成 26 年 11 月 18 日から平成 27

年２月 17 日まで）の当社普通株式の終値の単純平均値である 1,116 円に対しては 12.3％のディスカ

ウント及び同直前６ヶ月間（平成 26 年８月 18 日から平成 27 年２月 17 日まで）の終値の単純平均

値である 1,247 円に対しては 21.5％のディスカウントとなります。 

当該払込金額を終値の平均値とした理由は、株価推移、売買出来高水準、株式市場の諸要因を鑑

み、特定の一時点を基準にするより、一定期間の平均株価という平準化された値を採用する方が、

一時的な株価変動の影響など特殊要因を排除でき、算定根拠として合理的であると判断しておりま

す。また、一定期間を直前１ヶ月間とした理由は、直前３ヶ月間、６ヶ月間の終値の単純平均値を

採用するよりも、より直近の株価トレンドを反映していると判断したためです。 

当該払込金額は、日本証券業協会の「第三者割当増資の取扱いに関する指針」にも準拠する範囲

のものであることから、特に有利な金額には該当しないものと判断しております。 

なお、本第三者割当に係る取締役会に出席した当社の監査役３名(うち社外監査役３名)全員より、

当該払込金額は日本証券業協会の「第三者割当増資の取扱いに関する指針」に準拠しており、特に

有利ではなく適法である旨の意見を得ております。 

 

（２）発行数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠 

本第三者割当は、発行決議直前日現在における当社発行済株式総数 20,414,000 株に対する割合

が 14.7％（発行決議直前日現在の議決権総個数 195,424 個に対する割合は 15.3％）であり、株式

の希薄化が生じることとなりますが、本第三者割当及び本資本・業務提携は、当社グループにとっ



 
 

 
 
 
 
 

て、当社グループが有する B2B 領域における MVNE としてのインフラ基盤、コアとなる技術開発及

び B2C 領域における垂直統合型モデルのモバイルサービス「freebit mobile」の事業ノウハウと、

ＣＣＣグループが有する TSUTAYA、エンタテインメント・コンテンツ、T ポイント、T-SITE などの

カルチュア・インフラとの融合によるシナジー創出により、MVNO 市場の覇者となるポジション確

立を目指した中長期的な発展・成長につながるものであり、中長期的な企業価値向上、ひいては株

主価値の向上に寄与すると考えられるため、本第三者割当による発行数量及び株式の希薄化の規模

は合理的であると判断しております。 

 

６．割当予定先について 

（１）割当予定先の概要（カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社） 

（１） 名 称 カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社 

（２） 所 在 地 大阪府大阪市北区梅田二丁目５番 25 号 

（３） 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長 増田 宗昭 

（４） 
事 業 内 容

TSUTAYA、TSUTAYA DISCAS、Ｔカード等のプラットフォーム

を通じてお客様にライフスタイルを提案する企画会社 

（５） 資 本 金 100 百万円 

（６） 設 立 年 月 日 昭和 55 年１月 31 日 

（７） 発 行 済 株 式 数 93,623,414 株 

（８） 決 算 期 ３月 

（９） 従 業 員 数 1,633 名（平成 26 年３月 31 日時点） 

（10） 主 要 取 引 先 株式会社 MPD など 

（11） 主 要 取 引 銀 行 みずほ銀行、三井住友銀行 

（12） 大 株 主 及 び 持 株 比 率 増田宗昭 60.2％ 

（13） 当 事 会 社 間 の 関 係  

 

資 本 関 係

当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係はありま

せん。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係

者及び関係会社との間には、特筆すべき資本関係はありま

せん。 

 

人 的 関 係

当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係はありま

せん。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係

者及び関係会社との間には、特筆すべき人的関係はありま

せん。 

 

取 引 関 係

当社と当該会社との間には、記載すべき取引関係はありま

せん。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係

者及び関係会社との間には、特筆すべき取引関係はありま

せん。 

 関 連 当 事 者 へ の

該 当 状 況

当該会社は、当社の関連当事者には該当しません。また、

当該会社の関係者及び関係会社は、当社の関連当事者には



 
 

 
 
 
 
 

該当しません。 

（14） 最近の経営成績及び財政状態（単位：百万円。特記しているものを除く。） 

 決算期 平成 24 年３月期 平成 25 年３月期 平成 26 年３月期

 連 結 純 資 産 25,199 31,349 61,238

 連 結 総 資 産 174,542 171,940 224,282

 連 結 売 上 高 172,607 174,980 195,914

 連 結 経 常 利 益 9,854 7,375 10,675

 連 結 当 期 純 利 益 7,375 5,919 4,495

 

（２）割当予定先の概要（ＣＣＣモバイル株式会社） 

（１） 名 称 ＣＣＣモバイル株式会社 

（２） 所 在 地 東京都渋谷区南平台町 16 番 17 号 

（３） 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長 服部 義一 

（４） 

事 業 内 容

オリジナル・スマートフォンの企画販売、ライフスタイル

型モバイルショップの企画出店、移動体通信の販売及び保

守、スマートフォンアクセサリー及び周辺機器販売、通信

販売事業、古物売買並びにその受託業務 

（５） 資 本 金 625 百万円 

（６） 設 立 年 月 日 平成 26 年９月 24 日 

（７） 発 行 済 株 式 数 1 万 2,500 株 

（８） 決 算 期 ３月 

（９） 従 業 員 数 20 名（平成 26 年 12 月 31 日） 

（10） 主 要 取 引 先 株式会社 TSUTAYA 

（11） 主 要 取 引 銀 行 三井住友銀行 

（12） 
大 株 主 及 び 持 株 比 率

カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社 80.0%、 

株式会社ルートワン・パワー20.0％ 

（13） 当 事 会 社 間 の 関 係  

 

資 本 関 係

当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係はありま

せん。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係

者及び関係会社との間には、特筆すべき資本関係はありま

せん。 

 

人 的 関 係

当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係はありま

せん。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係

者及び関係会社との間には、特筆すべき人的関係はありま

せん。 

 

取 引 関 係

当社と当該会社との間には、記載すべき取引関係はありま

せん。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係

者及び関係会社との間には、特筆すべき取引関係はありま



 
 

 
 
 
 
 

せん。 

 
関 連 当 事 者 へ の

該 当 状 況

当該会社は、当社の関連当事者には該当しません。また、

当該会社の関係者及び関係会社は、当社の関連当事者には

該当しません。 

（14） 

最近３年間の経営成績及び

財 政 状 態
純資産 1,231 百万円 （平成26年12月31日現在）

（設立後間もないため損益に係る業績はありません） 
総資産 1,260 百万円 （平成26年12月31日現在）

※割当予定先であるＣＣＣモバイルの親会社であるＣＣＣは、平成 23 年３月期まで東京証券取引所本則

市場（一部市場）に上場していた実績があり、当社は、ＣＣＣが同取引所に提出した有価証券報告書の「コ

ーポレートガバナンスの状況」に記載された反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

を確認しており、かつ、平成23年３月期以降現在までにおいてかかる内容に変更がない旨の確認をしてお

ります。また当社は、割当予定先について反社会勢力と何らかの関係を有していないか、第三者調査機関

である株式会社 JP リサーチ&コンサルティング（東京都港区、代表取締役： 古野啓介）に調査を依頼しま

した。そして、同社の保有する公知情報データベースとの照合を行った結果、割当予定先、当該割当予定

先の役員または主要株主が反社会的勢力と直接のつながりが窺われず、その他ネガティブ情報等について

も問題ない旨の報告書を受領いたしました。さらに、割当予定先から反社会的勢力その他特定団体と関係

を有しない旨の誓約書も本日受領を予定しており、以上から、割当予定先であるＣＣＣ、ＣＣＣモバイル

及びその役員又は主要株主が、反社会的勢力及びその他特定団体等とも当社の調査範囲において関係を有

しないものと判断しており、当社は、東京証券取引所に当該会社が反社会的勢力その他特定団体との関係

を有しない旨の確認書を提出しております。 

 

（３）割当予定先を選定した理由 

上記「Ⅰ．業務・資本提携の概要」をご参照ください。 

 

（４）割当予定先の保有方針 

当社は、割当予定先は、当社株式を中長期的に保有する方針であることを口頭及び書面に

より確認しております。 

なお、当社は、割当予定先から、割当予定先が払込期日から２年以内に本第三者割当によ

り発行される当社普通株式の全部又は一部を譲渡した場合には、その内容を当社に対し書面

により報告すること、当社が当該報告内容を東京証券取引所に報告すること、並びに当該報

告内容が公衆の縦覧に供されることに同意することにつき、確約書を取得する予定です。 

 

（５）割当予定先の払込みに要する財産の存在について確認した内容 

割当予定先各社について以下の内容を確認しております。 

＜ＣＣＣ＞ 

直近の決算書、残高証明及びヒアリング等により、現預金の残高、純資産、総資産等を確認



 
 

 
 
 
 
 

した結果、資金の確保はあるものと判断しております。 

＜ＣＣＣモバイル＞ 

直近の残高試算表及びヒアリング及び平成 27 年２月９日付でＣＣＣを借入先として締結し

た金銭消費貸借契約書等により、現預金の残高、純資産、総資産等を確認した結果、資金の

確保はあるものと判断しております。 

 

７．募集後の大株主及び議決権比率 

募集前（平成 26 年 10 月 31 日現在） 募 集 後 

石田宏樹 17.91% 石田宏樹 15.53%

田中伸明 13.32% 田中伸明 11.55%

バンクオブニユーヨークジーシーエ

ムクライアントアカウントジエイピ

ーアールデイアイエスジーエフイー

－エイシー 

2.43%
カルチュア・コンビニエンス・クラブ

株式会社 
11.09%

株式会社オービックビジネスコンサ

ルタント 
2.30% ＣＣＣモバイル株式会社 2.22%

日本証券金融株式会社 1.61%

バンクオブニユーヨークジーシーエム

クライアントアカウントジエイピーア

ールデイアイエスジーエフイー－エイ

シー 

2.10%

村井純 1.47%
株式会社オービックビジネスコンサル

タント 
2.00%

金子博昭 1.40% 日本証券金融株式会社 1.40%

株式会社ＳＢＩ証券 1.35% 村井純 1.28%

松井証券株式会社 1.15% 金子博昭 1.22%

木村太郎 1.06% 株式会社ＳＢＩ証券 1.17%

注 1）平成 26 年 10 月 31 日現在の株主名簿を基準として記載しております。 

注 2）「割当後の総議決権数に対する所有議決権数の割合」は、平成 26 年 10 月 31 日現在の総議決

権数（195,424 個）に、本第三者割当により増加した議決権数（30,000 個）を加えた数を分母

として算定し、小数点以下第三位を四捨五入して表示しております。 

注 3）上記のほか、当社は 868,800 株の自己株式を有しております。 

 

８．今後の見通し 

 本件に伴う業績への影響等につきましては、その概要が判明し次第、必要に応じて速やかにお知

らせいたします。 

 

９．企業行動規範上の手続きに関する事項 

本第三者割当は、① 希薄化率が 25％未満であること、② 支配株主の異動を伴うものではないこ



 
 

 
 
 
 
 

と（新株予約権又は取得請求権すべてが権利行使された場合であっても、支配株主の異動が見込ま

れるものではないこと）ことから、東京証券取引所の定める有価証券上場規程第 432 条に定める独

立第三者からの意見入手及び株主の意思確認手続きは要しません。 

 

10．最近３年間の業績及びエクイティ・ファイナンスの状況 

（１）最近３年間の業績（連結） 

 平成 24 年４月期 平成 25 年４月期 平成 26 年４月期 

連 結 売 上 高 21,004,834 千円 20,660,070 千円 20,665,366 千円

連 結 営 業 利 益 831,039 千円 935,869 千円 1,320,797 千円

連 結 経 常 利 益 939,006 千円 480,618 千円 1,219,963 千円

連 結 当 期 純 利 益 204,656 千円 △185,530 千円 235,783 千円

１株当たり連結当期純利益 10.31 円 △9.44 円 12.06 円

１ 株 当 た り 配 当 金 3,000 円 7 円 7 円

１ 株 当 た り 連 結 純 資 産 321.66 円 303.96 円 309.15 円

 

（２）現時点における発行済株式数及び潜在株式数の状況（平成 26 年 10 月 31 日現在） 

 株 式 数 発行済株式数に対する比率 

発 行 済 株 式 数 20,414,000 株 100％ 

現時点の転換価額（行使価額）

に お け る 潜 在 株 式 数
72,000 株 0.35％ 

※ 本日公表の「募集新株予約権（有償発行新株予約権）の発行に関するお知らせ」による新株

予約権については現時点において発行されておりませんので含まれておりません。 

 

（３）最近の株価の状況 

① 最近３年間の状況 

 平成 24 年４月期 平成 25 年４月期 平成 26 年４月期 

始  値 763 円 510 円 545 円

高  値 792 円 572 円 2,828 円

安  値 457 円 362 円 389 円

終  値 511 円 530 円 1,444 円

注）平成 24 年４月期の株価は、平成 24 年５月の株式分割の価額を遡及し、小数点以下を切

り捨てて表示しております。 

 

② 最近６か月間の状況 

 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 

始  値 1,678 円 1,604 円 1,460 円 1,158 円 1,349 円 1,110 円

高  値 1,825 円 1,619 円 1,524 円 1,346 円 1,477 円 1,153 円

安  値 1,580 円 1,295 円 1,056 円 1,125 円 1,064 円 920 円



 
 

 
 
 
 
 

終  値 1,604 円 1,477 円 1,111 円 1,329 円 1,129 円 1,015 円

 

③ 発行決議日前営業日における株価 

 平成27年２月17日

始  値 967 円

高  値 1,007 円

安  値 956 円

終  値 999 円

 

（４）最近３年間のエクイティ・ファイナンスの状況 

該当事項はありません。 

 

11．発行要項 

（１）発行新株式数 3,000,000 株 

（２）発行価額 １株につき 979 円 

（３）発行価額の総額 2,937,000,000 円 

（４）資本組入額 １株につき 489.5 円 

（５）資本組入額の総額 1,468,500,000 円 

（６）募集方法 第三者割当 

（７）申込期日 平成 27 年３月 12 日 

（８）発行期日 平成 27 年３月 12 日 

（９）割当先及び割当株式数 カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社 2,500,000 株

ＣＣＣモバイル株式会社 500,000 株 

（10）その他 
上記各項については、金融商品取引法に基づく有価証券届出書の

効力発生及び本日公表のフリービットモバイルの第三者割当増

資の実行（本日公表の「当社子会社における会社分割及び承継子

会社の第三者割当増資に伴う子会社の異動と商号変更に関する

お知らせ」参照）を条件とする。 

 

Ⅲ．主要株主の異動 

１．異動が見込まれる経緯 

前記のとおり、本第三者割当により異動が生じる見込みであります。 

 

２．異動する株主の概要 

（１） 名 称 カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社 

（２） 所 在 地 大阪府大阪市北区梅田二丁目５番 25 号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 増田 宗昭 



 
 

 
 
 
 
 

（４） 
事 業 内 容 

TSUTAYA、TSUTAYA DISCAS、Ｔカード等のプラットフォーム

を通じてお客様にライフスタイルを提案する企画会社 

（５） 資 本 金 100 百万円 

 

３．異動前後における当該株主の所有する議決権の数（所有株式数）及び総株主の議決権の数に対する

割合 

 
議決権の数 

（所有株式数） 

総株主の議決権の 

数に対する割合※ 
大株主順位 

異  動  前 

（平成 26 年 10 月 31 日現在） 

0 個 

（0 株） 
0.0％ - 

異  動  後 
25,000 個 

（2,500,000 株） 
11.09％ 第３位 

注 1）議決権を有しない株式として発行済株式総数から控除した株式数  

自己株式 868,800 株  単元未満株式 2,800 株 

平成 26 年 10 月 31 日現在の発行済株式総数   20,414,000 株 

注 2）異動後の総株主の議決権の数に対する割合は、本第三者割当により増加する議決権の数 

30,000 個を加算した総株主の議決権の数 225,424 個を基準に算出しております。 

 

４．異動予定年月日 平成 27 年３月 12 日（予定） 

 

５．今後の見通し 

前記「Ⅱ．第三者割当による新株式の発行について、８．今後の見通し」をご参照ください。 

 

以 上 


